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制度改革への期待とリスク

ジェームス・Ｍ・リンゼイ

塩崎恭久氏は、日本の政策決定プロセスは難しい事態に陥っているという。日本の
政治を何十年も支配してきた大手企業、官僚そして政治家が構成する政・官・財の鉄
の結束体制は、経済的に欧米に追い着き追い越すことと反共産主義というコンセンサ
スに基づいていた。しかし、日本の経済的繁栄とソビエト連邦の崩壊によってこのよ
うな目標はもはや時代遅れとなり、その結果、鉄の三角形を結びつけてきたイデオロ
ギーが失われてしまった。
その後、日本では、それに代わる新しいコンセンサスが形成されておらず、政府を

導く灯台あるいは司令塔のようなものは見当たらない。代わりに出てきたのは、一貫
性を欠くその場凌ぎの政策決定プロセスである。他を圧倒する政界の「黒幕（ドン）」
はスケールの小さな複数の指導者にとって代わり、彼らは皆、公共の利益よりも自分
たちの政治生命に関心を寄せている。政権が変わるたびに、中核となる人物も変わっ
てきた。政策通の若手政治家グループ「政策新人類」は、さらに大きな役割を担おう
としたが、先輩政治家たちに圧倒され出番がない。政治改革は頓挫し、日本は引き続
き、根の深い経済問題や政治問題と格闘している。
塩崎氏が描写した状況は、米国民にとって決して目新しいものではない。過去の米

国議会の運営において、同様のケースはよく見られる。ただしこれは、米国の政治経
験がそのまま日本に当てはまるということではない。当てはめるには、米国と日本の
政治体制・文化の違いは大きすぎる。しかし、二国間には多くの類似点もあり、二十
年前に米国議会がその運営方法の大きな変化にいかに対応したかを振り返ることは、
日本にとって一つの教訓、もしくは警告となるだろう。

中央集権的な議会

米国議会は、通常、日本と同様に、議員年数が長いほど地位や影響力が強い。しか
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し、今日の米国議会は、上院下院を問わず、たとえ一年生議員であっても政策形成上
重要な役割を務められるようになる時期が非常に早く、民主的な機構という評価にふ
さわしい組織であると言える。
しかし、米国議会の運営が常にこのように行われていたわけではない。1970 年代ま

で、議会の意思決定はかなり中央集権的に行なわれていた。委員会が議会の業務を支
配し、委員長を中心とする古参メンバーが委員会の業務を支配していた。上院と下院
の規則によって、委員長は強大な権限を与えられていた。委員長は小委員会を設置・
解散し、委員会の議題を決定し、委員会のスタッフを選び、法案が議場に持ち込まれ
た場合はその法案を管理することができた。このような公の規則は、非公式な行動規
範によってさらに強化された。すなわち、委員会の若手メンバーの任期は徒弟期間と
みなされ、委員会のリーダーに従うことが当然のこととされていたのである。
多くの委員長が委員会を自分の王国として運営していたのは驚くにあたらない――

委員長の言葉がすなわち委員会の掟だった。委員長の多くは、古参メンバーだけに助
言を求め、若手メンバーには声をかけなかった。たとえば、下院の軍事委員会の場合、
委員会の業務において主要な役割を果たせるようになるまでには、10 年間も委員を務
めなければならなかった。ある若手メンバーは、1969 年に、以下のような苦情を述べ
ている。

我々の委員会にはさらにもう一つ問題があります。この委員会は政策委員会と呼
ばれていますが…それがどういうものか、私にはわかりません。私は［軍事］委
員会にたった 4 年半しか在籍しておりませんが、この政策委員会の委員が誰なの
か知りませんし…政策委員会としての業務を委員会が認可する前に、それに関す
るメモも全く見たことがありません。［防衛支出］法案の最終折衝日に、政策委
員会が各組織についてかくかくしかじか勧告したとの報告は受けましたが、政策
委員会の委員が…現在何が起こっているかを述べたり、自分の主張を述べたり、
この非常に重要な委員会で実施されている民主政治の一端を語ったりしているの
を、聞いたことがありません。（Congressional Record 1969）

上院でも状況はほとんど同じで、一握りの古参メンバーが意思決定を牛耳っている
エリート紳士のクラブのようなものだった（Matthews, 1960; White, 1956）。　ある上院
議員は、1960 年代における上院軍事委員会の若手メンバーとしての経験を次のように
述べている。「（委員長のリチャード・）ラッセルと古参メンバーはいつもかたまっ
てテーブルの端に座ります。私は右耳が聞こえにくいので、いったい何が話し合われ
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ているのかさっぱり聞こえませんでした。ついにある日、私は思いきってラッセルに
頼みました。どんな決定がなされているか私たちにも聞こえるように、もう少し大き
な声で話してくれませんか、とね！（Linsay, 1991, 29）」
委員会の古参メンバーは若手委員に服従を求めると共に、所属する議員が自分たち

に服従することを当然のことと考えていた。また、多くの場合、委員会が作成した法
案は、そのまま議会を通過することとなった。この議会の服従は、ある程度その政策
の価値と、他の議員から同意を取り付けるさじ加減をわきまえている委員長に対する
賛意を反映していた。しかしそれと同時に、うまくやって行くためには賛同するしか
ないという多くの議員が置かれた状況も、かなり反映していたのである。
強力な委員会制度がもたらした結果の一つは、塩崎氏が日本に関して指摘したのと

同じ様な鉄の三角形の存在である。すなわち議会委員会、連邦機関、利益集団が三者
間の協力関係を形成した。議会委員会に権限を集中させることは、鉄の三角形にとっ
て非常に重要であった。というのも、それなしでは議会のメンバーは誰も、三角形の
他の二辺が必要とする法案に対する支持を示せなかったからである。

権限を分散させた議会

議会の中央集権的な意思決定は、1970 年代初頭に攻撃の的になった（Deering and

Smith, 1981; Dodd and Oppenheimer, 1977; Rohde, 1974; Smith and Deering, 1984）。この
攻撃は、内側と外側双方からの圧力を受けたものだった。多くの議員たち、とりわけ
下院議員たちは議院委員会の委員長の強大な権限に対して激しく反発した。その中に
は、委員会業務を通じて有権者の政治的信頼を得たいと考える者がいる一方、「政策
新人類」のように、政策に関する知識と関心を持ち、政策形成における発言力を向上
させたいと考えている者もいた。地域やイデオロギー上の競争も影響した。北部およ
び西部諸州の民主党議員は、保守的な南部の民主党議員が務める委員長職の数が不相
応に多いことに怒っていた。南部の民主党議員が委員長職の多くを占めていたのは、
南部に一党支配の州が多く、彼らが若くして選出された後、何の困難も経験すること
なく再選され、強力な先任権を得ていたからである。
米国民は、改革者を後押しした。近年、日本国民が、日本の危機的な経済問題に対

処できない国会に幻滅しているように、多くの米国民は、ベトナム戦争の進展に深く
幻滅していた。そして、より個人主義的な議員を選出し始めたのである。日本の「政
策新人類」のように、これらの新しい議員たちは、党の長老たちより、有権者が考え
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ていることに関心を示した。新しい議員たちは、議会業務を牛耳っていた古参メンバ
ーたちの徒弟制度に加わる気はなかった。そして、自民党の加藤紘一氏や民主党の菅
直人氏が金融再生法をめぐる闘いで政策新人類を支持したように、新しい議員の政策
目標に共鳴し、かつ自分自身の権力を拡大するチャンスだとも考え、民主党の古参リ
ーダーたちは、議会の運営の仕方を変えようとする新しい議員の取組みを支援した。
新しく選出された個人主義的傾向が強い議員たちは、政策の中身について闘うこと

（たいていは負けたが）に努力の大半を振り分け、残りを議会の運営方法の基本規則
を修正するというもう一つの闘いに充てた。
やがて下院は、1970 年代にいくつかの重要な改革を採択した。最も重要なものは、

1973 年に下院の民主党幹部会議が採択した、小委員会の権利に関する法案
（Subcommittee Bill of Rights）である。新しい規則は、委員会の委員長から小委員会を
任命する権利を取りあげると共に、小委員会自身が公式の管轄権、聴聞会を開催する
権限を有し、さらに小委員会の委員長は小委員会の専属スタッフを専任できると定め
た。下院の民主党幹部会議はその法案を実施するために、改革に抵抗する委員長を解
任し、幹部会議の意向を受け入れたメンバーをその後任とした。
上院は、1970 年代に、権限を分散させるいくつかの規則変更を採択した（Ornstein,

Peabody, and Rohde, 1977; Sinclair, 1989; Smith and Deering, 1984, 48-50）。第一に、一人
の議員は上院の四つの最も重要な委員会――歳出、軍事、財政、外交――のいずれか
一つにしか所属できないように制限を設けた。この結果、若手の上院議員がキャリア
の早い時期に、最も信望のある委員会のメンバーになることができるようになった。
その後上院は、若手議員が委員会業務のために雇うことができる議員スタッフの数を
増やした。さらに、一人の議員が一委員会につき二つ以上の小委員会の長を務めるこ
とを禁じ、若手議員が小委員会に任命されやすくなるようにした。
改革者たちは、小委員会に関わる規則の変更に加え、議会スタッフを拡大すること

によって、自分たちが政策に与える影響力を強化しようとした。新しいスタッフの多
くは、有権者の問題に対処し、ワシントン D.C.ではなく地方や州のオフィスで働いた。
しかし、その多くは、法律や政策研究課題を評価する上で、議員をサポートするため
に雇われた政策専門家であった。下院の委員会スタッフの数は、1970 年の 702 人から
1979 年の 1,909 人に、また上院のスタッフの数は同時期に 635 人から 1,269 人へと激
増した（Ornstein, Mann, and Malbin, 2000, 135）。
さらに改革者は、政策情報および知識量の面における行政府の有利な立場を部分的

に覆そうとして、制度上議会の政策分析能力も強化した。この結果、議会の主要な監
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視機関である会計検査院や、議会に基本的な参考情報を提供する議会調査局のスタッ
フも急増した。さらに議会も、二つの新しい支援機関を設立した。その一つの議会予
算局は、議員や委員会に対して、連邦機関に関する党派に偏らない独立した分析を提
供した。もう一つの技術評価局は、科学的問題に関して議会に助言するために設立さ
れた。（この機関は、共和党が議会の両院を制するようになった 1995 年に廃止され
た。）

より民主的であれば、より良いのか？

1970 年代の改革は、議会の運営方法を抜本的に変えた。最も顕著なことは、より広
範なメンバーに権限が分散されたことである。委員会の委員長は今でも強力な権限を
持つが、少数の「長老」――塩崎氏の言葉を借りれば「黒幕（ドン）」――が議会を
牛耳ることができた時代は終わった。この権限の分散によって最も利益を得たのは、
小委員会の委員長たち、すなわち「小さなドン」たちである。たとえば、下院には現
在 80 人以上の小委員会の委員長がいる。彼らの多くは若手議員で、相当な影響力を及
ぼしている。かつて元下院議員のモリス・ユーダル氏が冗談で言ったように、「今は
ずいぶん多くの委員会や小委員会があるから、誰かの名前を思い出せなければ、『や
あ委員長』と呼びかければいいんだ。（Davidson and Oleszek, 1990. 218）」
権限を分散させる風潮によって、委員会の力も弱められた。自分が属す委員会の古

参メンバーに従いたくない議員たちが、他の委員会の若手メンバーに従う気は毛頭な
い。その結果、委員会が作成した法案を議院が修正せずにそのまま通過させることは、
もはや期待できなくなった。代わりに、各議員たちは議会において委員会の提案に異
議を唱えることが多くなった。一方、増員されたスタッフは、委員会の決定に反対す
るために必要なリソースや政策案を議員たちに提供するようになった。その結果、議
会で法案の修正が提議され、受諾される数が大幅に増加した（Smith, 1989）。議会の
意思決定に影響力を持つ議員、特に若手議員の数は、議会が中央集権的であった時代
に比べて増加している。
鉄の三角形も議会の権限分散化の犠牲になった。委員会は議院の支持を引き出す力

が弱まり、伝統的な相互協力体制における必要条件の一つが、徐々に損なわれていっ
たのである。組織化された利益集団の数が大幅に増加し、それらが競って委員会に要
求を出すようになったために、このシステムがさらに機能しなくなった。その結果、
当該の利益集団が様々な形で召集され、その場凌ぎの「核のない」政策形成が行われ、
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政策形成に参加する人の数は増大した（Helco, 1978; Heinz, Laumann, Nelson, and

Salisbury, 1993）。この新しい政策形成の特徴は、相互作用における衝突が多く、政策
決定の予想がしにくいことである（Ricci, 1993）。
以上のような過程を経て、議会ははるかに民主的な組織となった。だが、それがよ

り良い政府を作り出したかどうかは、あまり明白ではない。より多くの人々に政策に
関する発言の場を与えることによって、国内の様々な見解を政策形成過程により反映
させられるようになった。しかしその一方で、主要な法案を通過させることは、はる
かに難しくなった。かつて法案を成立させるには、少数の古参の黒幕が合意すれば十
分だったが、今日ではスケールの小さな指導者を多く集めなくてはならない。さらに、
権限の分散により、限られた利益集団のために作られた法案がこれまでよりも簡単に
通過するようになった局面もあるかもしれない。それは、権限を分散されたことで、
法案の通過を阻止する機会を得る人が増え、彼らの個別利害を反映した法案が通るま
で、個別利害とは無関係な主要な法案を阻止し、主要な法案を通すことを交換条件に
他の議員の妥協を得ることができるためである。

1980 年代と 1990 年代に議会規則がいろいろと修正されたのは、ある意味で、1970

年代に過度に分散された権限を少し中央に引き戻すためであった。過去 20 年間、議会
は全てではないにしろ、一部の権限を政党の指導者の手に再度集めようとしてきた。
特にこうした傾向は、グラム‐ルドマン（Gramm-Rudman）法等の法律によって、比
較的少数の人々に権限を集中させた 1980 年代の予算をめぐる闘いにおいて顕著に見ら
れた。だが、長老たちだけに権限がある時代に戻ったわけではなく、議会における権
限の分散と再集中の動きは、互いに多少の摩擦を起こしながらも共存し続けている。

塩崎氏の改革案

以上のように、米国に見られた 1970 年代における議会の意思決定の権限分散は、諸
刃の剣であることが実証された。日本の政策決定プロセスを向上させようとする塩崎
氏の提案を評価する際に、この教訓は価値を持つだろう。同氏の願いは、国会が「も
はや官僚が作成した政策を何ら修正することなく可決する、形式的承認機関にはなら
ない」ことを保証することである。そのために、塩崎氏は、国会と税制審議会の通年
審議制度の確立、首相および大臣クラスの政治家の個人スタッフの拡充、政策決定プ
ロセスの透明化を提案している。もう一つの改革案は、明確に述べられているわけで
はなく示唆的なものであるが、国会が政策新人類の政策への関心や知識を活用するよ
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うになることであろう。
議会の通年開催が当たり前のことで、議会スタッフが四つ目の政府機関となるほど

組織的勢力を持つことに慣れた米国人にとって、塩崎氏の提案はいずれも驚くべきも
のではない。しかし、このような改革が日本の状況に必要であるとするならば、米国
の経験から、これらの改革がもたらす結果は一様ではないということを指摘したい。
国会が官僚にもっと異議を申し立てられるようになるべきということは確かに必要で
ある。しかしそれは、塩崎氏が日本の政治に望んでいる司令塔を政治が取り戻すこと
と同じではない。
すなわち、構造改革によって政治のコンセンサスは形成できないということである。

この課題は、社会自体が解決すべき問題である。そして、コンセンサスがない中で政
治プロセスを民主化しようとする改革は、必ずと言っていいほど意見の食い違いを生
み、政策決定プロセスを複雑にする。ただし、それ自体は決して悪いものではない。
民主的な政府の責任の一つは、政策に関する意見の違いを公けにすることである。し
かし、米国の経験が示すように、民主化することによって、塩崎氏が歎くスケールの
小さな政治指導者たちの政府が消滅するどころか、むしろ定着する可能性が出て来る
のである。
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